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 郡上市耐震改修促進計画に定めた目標の達成に向け、住宅所有者の経済的負担の軽減を図るとともに
住宅所有者に対する直接的な耐震化促進、改修事業者の技術力向上、市民への普及・啓発等の充実を図
ることが重要である。 
 このため、郡上市住宅耐震化緊急促進アクションプログラム（以下「アクションプログラム」とい
う）では、毎年度、住宅耐震化に係る取組を位置づけ、その進捗状況を把握・評価するとともにアクシ
ョンプログラムの充実・改善を図り、住宅の耐震化を強力に推進することを目的とする。 
 

 アクションプログラムは、郡上市耐震改修促進計画
に基づき策定する。 

 

計 

画 

令和６年度取組内容 令和８年度目標 

【財政的支援】 

①木造住宅の無料耐震診断を実施 

②木造住宅の耐震改修費に対する一部補助を実施 

③土砂災害特別警戒区域内住宅建替等費用に対する一部補助を実施 

④ブロック塀等撤去費用に対する一部補助を実施 

【普及啓発等】 

①住宅所有者に対する直接的な耐震診断促進として、個別訪問による啓発を行う。 

②耐震診断実施者に対する耐震化促進として、耐震診断後、一定期間経過しても耐震改修を行っていない方に対してダイレク

トメールによる耐震改修を実施する。 

③改修事業者の技術力向上等として、改修事業者に対する耐震改修工法等に係る説明会を実施し、改修事業者のリスト化及び

公表を実施する。（岐阜県が実施） 

④一般市民へ普及・啓発として、年間を通じて、広報誌等を通じて耐震改修の必要性について啓発する。 

①木造住宅耐震診断実施戸数：１５件 

②木造住宅耐震改修工事補助：３件 

③土砂災害特別警戒区域内住宅建替等補助：１件 

④ブロック塀等撤去工事補助：３件 

 

前年度の実績 

【令和７年度実績】 

①木造住宅耐震診断実施戸数：１０件 

②木造住宅耐震改修工事補助：２件 

②土砂災害特別警戒区域内住宅建替等補助：０件 

③ブロック塀等撤去工事補助：３件 

 

自 

己 

評 

価 

前年度の取組実績 前年度の課題 

①年間を通じて広報誌、ＣＡＴＶ、文字放送、無線放送及びホームページを

利用した制度周知 

 

各事業とも制度利用件数が少なかったことから、耐震化の必要性と支援制度の周知により一層力を

入れる。 

 

改善策 

総合支援メニューの活用により補助制度を拡充する。 

 

 

１ 目 標 ２ 位置づけ 

３ 取組内容・目標・実績・評価 


